






















































































































































































②概ね期待した通りの成果があった。（50％以上80％未満） 0点 道の駅をリニューアルしたことにより、利用者数の大幅増となった。

③成果が少なく今後も向上する見込みがない。（50％未満） -1点

146,311 167,375 201,091

活動指標
※具体的な活動の
内容

（算式）

○ ①期待したとおりの成果があった。（達成度80％以上） 1点 （説明）成果・効果や達成度に関し、内容を具体的に記入します。

167,000
（算式）

指標②

341 341
（算式）

（算式）

区分 指標（算式） 単位 R4実績 R5実績 R6実績 R6当初計画

指標②

指標① 営業日
日 336 334

○ ①施策を達成するうえで、当該事業の貢献度は高い。 1点 （説明）有効性に関し、内容を具体的に記入します。

②事業の継続により、成果目標（事業の意図）の向上が期待できる。 1点 町内のみならず、道南圏の特産品を取り扱うことにより、利用客に満足し
ていもらえるサービスを提供できている。

○

２
　
有
効
性

(1)成果・協働に対する事業の有効性 計 2 点

３
　
達
成
度

(1)達成度の測定 計 1 点

成果指標
※どれだけの成果が
現れたか

指標① 利用者数
人

③類似した事業との統合や連携を図る余地はない。 1点

④町民参加と自治意識の向上が図られている。 1点

②対象者、利用者が増加するなど、町民ニーズが高まっている。 1点 （説明）妥当性に関し、内容を具体的に記入します。

○
③事業の硬直化・固定化を避けるため、種々の改善を行い、事業の効
果が顕著になってきている。

1点
町の観光情報発信拠点として機能している。

④限られた財源の中にあっても、実施の緊急性、優先性は高い。 1点

1点
特産品の販売や福島町のＰＲなど、町外へ向けた発信元となっている。

⑤民間等による実施が望まれるが、サービスの確保が困難なため、町
が先導・補完する事業。

○
①国の制度の見直しや社会環境の変化によって、サービス内容の拡充
が求められている。

1点
※法令等で実施内容や手法等が定められて、町の創意工夫が入る余
地はない。（点数対象外）

－

1点

(2)社会情勢や町民ニーズの変化等 計 2 点

⑥産業振興及び地域活性化のために重要な事業 1点

②生活環境の確保等、町民生活に直結した事業で、当然の責務として
町が行うべき事業。

1点 ※内部管理・運営等の事業。（点数対象外） －

１
　
必
要
性

(1)町関与の根拠（町が行う必要がある事業か） 計 2 点

○ ①法令等で実施が義務付けられている事業。 1点

○ ③社会的・経済的弱者の生活維持・安定のために不可欠な事業。 1点 （説明）関与の根拠に関し、内容を具体的に記入します。

④町の特性や魅力を生かした取り組みなど、戦略的な事業。

事
業
概
要

道の駅「横綱の里ふくしま」について管理運営する。

事
業
の
目
的

(1)対象（誰を、何を対象としているのか） (3)手段（どのような手法、手順で行っているのか）

観光客及び町民を対象としている。 (１)施設の維持管理業務
(２)施設内トイレの清掃業務

(2)意図（対象をどのような状態にしたいのか）

(１)特産品販売をする観光拠点施設の維持管理
(２)町内イベント等の情報発信

その他実　施
方　法

直　営

事務事業名 道の駅管理費

施
策
の
体
系

基本方向 01 産業を活性化し、地域資源を生かすまちづくり 施策コード

○ 条　例 その他

財務名称 道の駅管理費 福島町特産品センター条例

項　　目 03 観光業の振興 法　的
根拠等

法　令

○ 委　託

令和７年度（令和６年度決算）事務事業評価シート
整理番号 44

令和 7 年 7 月 25 日 作成 担当課 産業課（商工観光係）
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項目別点数表

※上記の結果を参考に、事業担当課として、他施策との関係等を含め総合的視点から評価します。

※評価は、次のＡ～Ｄによります。

　

凍結 新たな事業への転換

説
　
明

一次評価、二次評価の内容により事業推進のこと。

Ａ

事業規模、内容の見直しが必要

最終評価
Ｄ 事業の抜本的見直しの検討 _ 廃止 統合

最
終
評
価

A 現状にて事業を継続または拡充 Ｂ 事業の進め方の改善・検討が必要 Ｃ

縮小

凍結 新たな事業への転換

説
　
明

一次評価の内容により事業推進のこと。

Ａ

事業規模、内容の見直しが必要

庁内委員会
評　　　価

Ｄ 事業の抜本的見直しの検討 _ 廃止 統合

説
　
明

一次評価（担当課評価）の内容や考え方を具体的に記入します。 今後の改善策等を具体的に記入します。

道の駅のリニューアル及び管理委託先の福島町まちづくり工房への
変更により、話題性だけでなく利用客数の大幅増を図ることができ
た。
また、取扱商品を大幅に見直すことにより、利用客の満足度を高め
ることができ、観光情報発信拠点としての役割を果たしている。

施設の老朽化への対応と、昨今の利用客のトレンドをおさえた施設の改
修が必要である。
また、今後、道の駅における町民ニーズへ効率的に対応するため、指定
管理者制度の導入に向け、調整及び手続を進める必要がある。

二
次
評
価

A 現状にて事業を継続または拡充 Ｂ 事業の進め方の改善・検討が必要 Ｃ

縮小

※事業廃止の可能性や廃止することによる影響 _ 廃止可能 廃止は困難 その他条件が整えば廃止検討可能

計画期間の延伸、事業費平準化等を検討 その他

Ｄ　事業の抜本的見直しを検討

廃止 統合 縮小 凍結 新たな事業への転換

Ｃ　事業規模・内容等の見直しの検討

制度・事業内容の全面的な見直しを検討 対象範囲の見直し、受益者負担の見直し・導入を検討

必要性等を再検証し事業規模、計画等の見直しを検討 他の事業、類似事業への統合・転換を検討

-2 低

一
次
評
価
（

担
当
課
評
価
）

担当課評価

Ａ

Ａ　現状にて事業を継続または拡充

現状のままで事業を継続 〇

事業手法の見直しによる改善 住民参加等の推進による改善

事業内容の一部見直しによる改善 その他効果的・効率的手法の検討による改善

事業を拡充して継続

Ｂ　事業の進め方の改善により継続

事業の簡素化、効率化による改善 執行体制の見直し（外部委託等）による改善

4 効果性 2
-1

2

3 達成度 1
3

1

4

Ａ 2 有効性 2
3○

6
達
成
度
＋
効
果
性

1 必要性 4
6

項目 点数

5

4 5 6 7 8 高
低 必要性＋有効性 高

1 2 3
項
目
別
点
数
に
よ
る
評
価

項目別点数に
よる評価結果

(2)手法の効率化 計 2 点

４
　
効
果
性

(1)事業費の推移 計 0 点

○
①業務等の見直しにより、経済性を考慮して事業費を削減できる余地
がないほどの水準になっている。

1点

地 方 債 千円

道の駅リニューアル及び施設の管理業務を、福島町まちづくり工房に委
託することにより、民間事業者のノウハウや知見を最大限活用している。

2,517
説明

道の駅の管理を、Ｒ６から福島町まち
づくり工房へ委託している。

一般財源 千円 14,476
負担金・補助及び
交付金

70

②現在の手法は効率的な事務執行と受益者に対するサービス満足度
の高い水準になっている。

1点

○
③外部委託や執行方法の工夫により、対象範囲を変えずに事業費を
削減する余地は全くない。

1点

181 需用費

委託料

（説明）手法の効率化に関し、内容を具体的に記入します。

区　　分 金　　額 ○
変わりない・上昇している理由を明
確かつ具体的に説明できる

0点

 

(

財
源
内
訳

)

事　業　費 千円 14,657

国・道費 千円

12,057 上昇している -1点

そ の 他 千円

区　　　分 単位 R4決算額 R5決算額 R6決算額 R6事業費の内訳及び金額
（金額の上位２費用他）

○ 単位コスト 一般財源額

達成度を下げずに低下させた 1点

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～
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②概ね期待した通りの成果があった。（50％以上80％未満） 0点 九重部屋夏合宿の開催等により入館者の増につながった。

③成果が少なく今後も向上する見込みがない。（50％未満） -1点

8,729 10,069 11,864

活動指標
※具体的な活動の
内容

（算式）

○ ①期待したとおりの成果があった。（達成度80％以上） 1点 （説明）成果・効果や達成度に関し、内容を具体的に記入します。

9,062
（算式）

指標②

259 259
（算式）

（算式）

区分 指標（算式） 単位 R4実績 R5実績 R6実績 R6当初計画

指標②

指標① 開館日数
日 259 258

○ ①施策を達成するうえで、当該事業の貢献度は高い。 1点 （説明）有効性に関し、内容を具体的に記入します。

②事業の継続により、成果目標（事業の意図）の向上が期待できる。 1点 平成１７年度にオープンした福島町青函トンネル記念館とともに、観光客
に楽しんでいただける施設として有効である。

２
　
有
効
性

(1)成果・協働に対する事業の有効性 計 1 点

３
　
達
成
度

(1)達成度の測定 計 1 点

成果指標
※どれだけの成果が
現れたか

指標① 入館者数
人

③類似した事業との統合や連携を図る余地はない。 1点

④町民参加と自治意識の向上が図られている。 1点

②対象者、利用者が増加するなど、町民ニーズが高まっている。 1点 （説明）妥当性に関し、内容を具体的に記入します。

③事業の硬直化・固定化を避けるため、種々の改善を行い、事業の効
果が顕著になってきている。

1点
町内の観光拠点としての役割を担っている。

④限られた財源の中にあっても、実施の緊急性、優先性は高い。 1点

1点
町が事業主体として整備したものであり、平成９年４月よりオープンしてい
る。管理運営は民間業者び委託している。

○
⑤民間等による実施が望まれるが、サービスの確保が困難なため、町
が先導・補完する事業。

○
①国の制度の見直しや社会環境の変化によって、サービス内容の拡充
が求められている。

1点
※法令等で実施内容や手法等が定められて、町の創意工夫が入る余
地はない。（点数対象外）

－

1点

(2)社会情勢や町民ニーズの変化等 計 1 点

⑥産業振興及び地域活性化のために重要な事業 1点

②生活環境の確保等、町民生活に直結した事業で、当然の責務として
町が行うべき事業。

1点 ※内部管理・運営等の事業。（点数対象外） －

１
　
必
要
性

(1)町関与の根拠（町が行う必要がある事業か） 計 3 点

○ ①法令等で実施が義務付けられている事業。 1点

③社会的・経済的弱者の生活維持・安定のために不可欠な事業。 1点 （説明）関与の根拠に関し、内容を具体的に記入します。

○ ④町の特性や魅力を生かした取り組みなど、戦略的な事業。

事
業
概
要

二人の横綱が数々の苦難を乗り越えて横綱へと駆け上がっていく様子と輝かしい功績を紹介している記念館の運営を行っている。また、毎年８月に
は九重部屋力士の夏合宿が行われ町の観光拠点となっている。

事
業
の
目
的

(1)対象（誰を、何を対象としているのか） (3)手段（どのような手法、手順で行っているのか）

観光客及び町民を対象としている。 千代の山・千代の富士の二人の横綱の出身地として「横綱の里」を中心と
したまちづくりを進めており、そのシンボル施設として平成９年に横綱記念
館をオープンし、以後、民間業者に委託して管理運営を行っている。

(2)意図（対象をどのような状態にしたいのか）

（１）横綱の里を町内外に紹介する町のシンボル施設
（２）観光の拠点施設

その他実　施
方　法

直　営

事務事業名 横綱記念館管理運営費

施
策
の
体
系

基本方向 01 産業を活性化し、地域資源を生かすまちづくり 施策コード

○ 条　例 その他

財務名称 横綱記念館管理運営費 横綱記念館条例

項　　目 03 観光業の振興 法　的
根拠等

法　令

○ 委　託

令和７年度（令和６年度決算）事務事業評価シート
整理番号 45

令和 7 年 7 月 25 日 作成 担当課 産業課（商工観光係）
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項目別点数表

※上記の結果を参考に、事業担当課として、他施策との関係等を含め総合的視点から評価します。

※評価は、次のＡ～Ｄによります。

　

凍結 新たな事業への転換

説
　
明

一次評価、二次評価の内容により事業推進のこと。

Ａ

事業規模、内容の見直しが必要

最終評価
Ｄ 事業の抜本的見直しの検討 _ 廃止 統合

最
終
評
価

A 現状にて事業を継続または拡充 Ｂ 事業の進め方の改善・検討が必要 Ｃ

縮小

凍結 新たな事業への転換

説
　
明

一次評価の内容により事業推進のこと。

Ａ

事業規模、内容の見直しが必要

庁内委員会
評　　　価

Ｄ 事業の抜本的見直しの検討 _ 廃止 統合

説
　
明

一次評価（担当課評価）の内容や考え方を具体的に記入します。 今後の改善策等を具体的に記入します。

当該施設は横綱の里のシンボルであり、今後も継続的な管理運営
が必要である。
また、施設は老朽化が著しため、優先順位を整理し計画的な修繕
対応が必要となっている。

施設は建築後２０年以上が経過しているため、施設の大規模改修が必要
となっている。

二
次
評
価

A 現状にて事業を継続または拡充 Ｂ 事業の進め方の改善・検討が必要 Ｃ

縮小

※事業廃止の可能性や廃止することによる影響 _ 廃止可能 廃止は困難 その他条件が整えば廃止検討可能

計画期間の延伸、事業費平準化等を検討 その他

Ｄ　事業の抜本的見直しを検討

廃止 統合 縮小 凍結 新たな事業への転換

Ｃ　事業規模・内容等の見直しの検討

制度・事業内容の全面的な見直しを検討 対象範囲の見直し、受益者負担の見直し・導入を検討

必要性等を再検証し事業規模、計画等の見直しを検討 他の事業、類似事業への統合・転換を検討

-2 低

一
次
評
価
（

担
当
課
評
価
）

担当課評価

Ａ

Ａ　現状にて事業を継続または拡充

○ 現状のままで事業を継続

事業手法の見直しによる改善 住民参加等の推進による改善

事業内容の一部見直しによる改善 その他効果的・効率的手法の検討による改善

事業を拡充して継続

Ｂ　事業の進め方の改善により継続

事業の簡素化、効率化による改善 執行体制の見直し（外部委託等）による改善

4 効果性 1
-1

2

3 達成度 1
2

1

4

Ａ 2 有効性 1
3

○

6
達
成
度
＋
効
果
性

1 必要性 4
5

項目 点数

5

4 5 6 7 8 高
低 必要性＋有効性 高

1 2 3
項
目
別
点
数
に
よ
る
評
価

項目別点数に
よる評価結果

(2)手法の効率化 計 1 点

４
　
効
果
性

(1)事業費の推移 計 0 点

○
①業務等の見直しにより、経済性を考慮して事業費を削減できる余地
がないほどの水準になっている。

1点

地 方 債 千円

平成９年度オープンより通年で営業していたが、冬季間の入館者に対し
て管理運営費の比率が高くなるため、平成１５年度より１２月～３月までの
期間を休館としている。現在は冬季休館日を半月ずらしている。

8,522
説明

施設は老朽化が進んでおり、修繕費
が増えている。

一般財源 千円 10,661 13,678 16,521 役務費 252

②現在の手法は効率的な事務執行と受益者に対するサービス満足度
の高い水準になっている。

1点

③外部委託や執行方法の工夫により、対象範囲を変えずに事業費を
削減する余地は全くない。

1点

4,541 需用費3,098 3,995

委託料

（説明）手法の効率化に関し、内容を具体的に記入します。

区　　分 金　　額 ○
変わりない・上昇している理由を明
確かつ具体的に説明できる

0点

 

(

財
源
内
訳

)

事　業　費 千円 13,759 17,673 21,062

国・道費 千円

11,621 上昇している -1点

そ の 他 千円

区　　　分 単位 R4決算額 R5決算額 R6決算額 R6事業費の内訳及び金額
（金額の上位２費用他）

単位コスト ○ 一般財源額

達成度を下げずに低下させた 1点

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～
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②概ね期待した通りの成果があった。（50％以上80％未満） 0点 団体客の増による。

③成果が少なく今後も向上する見込みがない。（50％未満） -1点

9,517 9,051 10,405

活動指標
※具体的な活動の
内容

（算式）

○ ①期待したとおりの成果があった。（達成度80％以上） 1点 （説明）成果・効果や達成度に関し、内容を具体的に記入します。

8,146
（算式）

指標②

259 259
（算式）

（算式）

区分 指標（算式） 単位 R4実績 R5実績 R6実績 R6当初計画

指標②

指標① 開館日数
日 259 258

○ ①施策を達成するうえで、当該事業の貢献度は高い。 1点 （説明）有効性に関し、内容を具体的に記入します。

○ ②事業の継続により、成果目標（事業の意図）の向上が期待できる。 1点 町のシンボル施設である横綱記念館とともに、観光客が楽しめる施設とし
て有効である。

２
　
有
効
性

(1)成果・協働に対する事業の有効性 計 2 点

３
　
達
成
度

(1)達成度の測定 計 1 点

成果指標
※どれだけの成果が
現れたか

指標① 入館者数
人

③類似した事業との統合や連携を図る余地はない。 1点

④町民参加と自治意識の向上が図られている。 1点

②対象者、利用者が増加するなど、町民ニーズが高まっている。 1点 （説明）妥当性に関し、内容を具体的に記入します。

③事業の硬直化・固定化を避けるため、種々の改善を行い、事業の効
果が顕著になってきている。

1点
町内の観光拠点として役割を担っている。

○ ④限られた財源の中にあっても、実施の緊急性、優先性は高い。 1点

1点
町が事業主体として整備したものであり、平成１７年度よりオープンしてい
る。
管理運営は福島町商工会に委託している。○

⑤民間等による実施が望まれるが、サービスの確保が困難なため、町
が先導・補完する事業。

○
①国の制度の見直しや社会環境の変化によって、サービス内容の拡充
が求められている。

1点
※法令等で実施内容や手法等が定められて、町の創意工夫が入る余
地はない。（点数対象外）

－

1点

(2)社会情勢や町民ニーズの変化等 計 2 点

⑥産業振興及び地域活性化のために重要な事業 1点

②生活環境の確保等、町民生活に直結した事業で、当然の責務として
町が行うべき事業。

1点 ※内部管理・運営等の事業。（点数対象外） －

１
　
必
要
性

(1)町関与の根拠（町が行う必要がある事業か） 計 3 点

○ ①法令等で実施が義務付けられている事業。 1点

③社会的・経済的弱者の生活維持・安定のために不可欠な事業。 1点 （説明）関与の根拠に関し、内容を具体的に記入します。

○ ④町の特性や魅力を生かした取り組みなど、戦略的な事業。

事
業
概
要

青函トンネル工事の北海道側の基地を担い、工事記録や技術情報、設備重機等のトンネル文化を後世に伝えるミュージアムとなっており、横綱記念
館と並び、町の観光拠点となっている。

事
業
の
目
的

(1)対象（誰を、何を対象としているのか） (3)手段（どのような手法、手順で行っているのか）

観光客及び町民を対象としている。 トンネル文化を後世に伝える施設として、商工会に業務を委託して管理
運営を行っている。また、特産品の販売業務も併せて行っている。

(2)意図（対象をどのような状態にしたいのか）

（１）トンネル文化を町内外に紹介する施設
（２）観光の拠点施設

その他

福島町商工会

実　施
方　法

直　営

事務事業名 青函トンネル記念館管理運営費

施
策
の
体
系

基本方向 01 産業を活性化し、地域資源を生かすまちづくり 施策コード

○ 条　例 その他

財務名称 青函トンネル記念館管理運営費 青函トンネル記念館条例

項　　目 03 観光業の振興 法　的
根拠等

法　令

○ 委　託

令和７年度（令和６年度決算）事務事業評価シート
整理番号 46

令和 7 年 7 月 25 日 作成 担当課 産業課（商工観光係）
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項目別点数表

※上記の結果を参考に、事業担当課として、他施策との関係等を含め総合的視点から評価します。

※評価は、次のＡ～Ｄによります。

　

凍結 新たな事業への転換

説
　
明

一次評価、二次評価の内容により事業推進のこと。

Ａ

事業規模、内容の見直しが必要

最終評価
Ｄ 事業の抜本的見直しの検討 _ 廃止 統合

最
終
評
価

A 現状にて事業を継続または拡充 Ｂ 事業の進め方の改善・検討が必要 Ｃ

縮小

凍結 新たな事業への転換

説
　
明

一次評価の内容により事業推進のこと。

Ａ

事業規模、内容の見直しが必要

庁内委員会
評　　　価

Ｄ 事業の抜本的見直しの検討 _ 廃止 統合

説
　
明

一次評価（担当課評価）の内容や考え方を具体的に記入します。 今後の改善策等を具体的に記入します。

トンネル基地としてのシンボル施設であり、今後も継続的な管理運
営が必要であるが、建設後２０年以上が経過していることから、施設
の不具合も見受けられ、施設全体の点検が必要となってきている。

建築後２０年以上が経過しているため、展示備品の不具合が見受けれれ
るため、計画的な修繕が必要である。

二
次
評
価

A 現状にて事業を継続または拡充 Ｂ 事業の進め方の改善・検討が必要 Ｃ

縮小

※事業廃止の可能性や廃止することによる影響 _ 廃止可能 廃止は困難 その他条件が整えば廃止検討可能

計画期間の延伸、事業費平準化等を検討 その他

Ｄ　事業の抜本的見直しを検討

廃止 統合 縮小 凍結 新たな事業への転換

Ｃ　事業規模・内容等の見直しの検討

制度・事業内容の全面的な見直しを検討 対象範囲の見直し、受益者負担の見直し・導入を検討

必要性等を再検証し事業規模、計画等の見直しを検討 他の事業、類似事業への統合・転換を検討

-2 低

一
次
評
価
（

担
当
課
評
価
）

担当課評価

Ａ

Ａ　現状にて事業を継続または拡充

○ 現状のままで事業を継続

事業手法の見直しによる改善 住民参加等の推進による改善

事業内容の一部見直しによる改善 その他効果的・効率的手法の検討による改善

事業を拡充して継続

Ｂ　事業の進め方の改善により継続

事業の簡素化、効率化による改善 執行体制の見直し（外部委託等）による改善

4 効果性 2
-1

○
2

3 達成度 1
3

1

4

Ａ 2 有効性 2
3

6
達
成
度
＋
効
果
性

1 必要性 5
7

項目 点数

5

4 5 6 7 8 高
低 必要性＋有効性 高

1 2 3
項
目
別
点
数
に
よ
る
評
価

項目別点数に
よる評価結果

(2)手法の効率化 計 1 点

４
　
効
果
性

(1)事業費の推移 計 1 点

○
①業務等の見直しにより、経済性を考慮して事業費を削減できる余地
がないほどの水準になっている。

1点

地 方 債 千円

冬季間の入館者に対する管理運営費の比率が高くなるため、平成１５年
度より１２月から３月までの間を休館としている。現在は冬季休館日を半月
ずらしている。

4,606
説明

入館料収入の増額により一般財源の
圧縮を図ることができた。

一般財源 千円 9,621 9,735 9,304 役務費 114

②現在の手法は効率的な事務執行と受益者に対するサービス満足度
の高い水準になっている。

1点

③外部委託や執行方法の工夫により、対象範囲を変えずに事業費を
削減する余地は全くない。

1点

4,043 需用費4,000 3,390

委託料

（説明）手法の効率化に関し、内容を具体的に記入します。

区　　分 金　　額
変わりない・上昇している理由を明
確かつ具体的に説明できる

0点

 

(

財
源
内
訳

)

事　業　費 千円 13,621 13,125 13,347

国・道費 千円

8,507 上昇している -1点

そ の 他 千円

区　　　分 単位 R4決算額 R5決算額 R6決算額 R6事業費の内訳及び金額
（金額の上位２費用他）

単位コスト ○ 一般財源額

○ 達成度を下げずに低下させた 1点

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～
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②概ね期待した通りの成果があった。（50％以上80％未満） 0点

③成果が少なく今後も向上する見込みがない。（50％未満） -1点

27 0 0 

活動指標
※具体的な活動の
内容

（算式）

○ ①期待したとおりの成果があった。（達成度80％以上） 1点 （説明）成果・効果や達成度に関し、内容を具体的に記入します。

231
（算式）

指標② 街灯料助成金
千円 1,432 1,333 1,506 1,500

0 5
（算式）

28
（算式）

区分 指標（算式） 単位 R4実績 R5実績 R6実績 R6当初計画

指標② 街灯料助成事業
件 28 28 28

指標① 街灯設置補助
件 1 0 

①施策を達成するうえで、当該事業の貢献度は高い。 1点 （説明）有効性に関し、内容を具体的に記入します。

○ ②事業の継続により、成果目標（事業の意図）の向上が期待できる。 1点 交通安全や防犯灯に対して有効性が高い。

２
　
有
効
性

(1)成果・協働に対する事業の有効性 計 2 点

３
　
達
成
度

(1)達成度の測定 計 1 点

成果指標
※どれだけの成果が
現れたか

指標① 街灯設置補助金
千円

③類似した事業との統合や連携を図る余地はない。 1点

○ ④町民参加と自治意識の向上が図られている。 1点

○ ②対象者、利用者が増加するなど、町民ニーズが高まっている。 1点 （説明）妥当性に関し、内容を具体的に記入します。

③事業の硬直化・固定化を避けるため、種々の改善を行い、事業の効
果が顕著になってきている。

1点
町内会負担が増加しており、負担軽減が求められている。

○ ④限られた財源の中にあっても、実施の緊急性、優先性は高い。 1点

1点
福島町街路灯補助交付規則に定められている。

○
⑤民間等による実施が望まれるが、サービスの確保が困難なため、町
が先導・補完する事業。

①国の制度の見直しや社会環境の変化によって、サービス内容の拡充
が求められている。

1点
※法令等で実施内容や手法等が定められて、町の創意工夫が入る余
地はない。（点数対象外）

－

1点

(2)社会情勢や町民ニーズの変化等 計 2 点

⑥産業振興及び地域活性化のために重要な事業 1点

○
②生活環境の確保等、町民生活に直結した事業で、当然の責務として
町が行うべき事業。

1点 ※内部管理・運営等の事業。（点数対象外） －

１
　
必
要
性

(1)町関与の根拠（町が行う必要がある事業か） 計 3 点

○ ①法令等で実施が義務付けられている事業。 1点

③社会的・経済的弱者の生活維持・安定のために不可欠な事業。 1点 （説明）関与の根拠に関し、内容を具体的に記入します。

④町の特性や魅力を生かした取り組みなど、戦略的な事業。

事
業
概
要

各町内会への街路灯の設置、及び街路灯の助成。
○街灯料助成事業　前期　２８町内会　助成金　751,000円　　後期　２８町内会　助成金　755,000円

事
業
の
目
的

(1)対象（誰を、何を対象としているのか） (3)手段（どのような手法、手順で行っているのか）

２８町内会を対象としている。 福島町街路灯補助交付規則に基づき助成金を支給。
助成率については、街灯設置事業が５０％以内、街灯料助成事業が７
５％以内とする。
申請時期は、街灯料助成事業については９月末と３月末の２回、街灯設
置事業についてはその都度交付する。

(2)意図（対象をどのような状態にしたいのか）

各町内会の街灯電気料及び街灯設置の負担を軽減する。

その他実　施
方　法

○ 直　営

事務事業名 街灯料助成事業

施
策
の
体
系

基本方向 04 生活基盤が安定し、安全安心に暮らせるまちづくり 施策コード

条　例 ○ その他

財務名称 道路橋梁総務費 福島町街路灯補助交付規則

項　　目 06 生活安全の確保 法　的
根拠等

法　令

委　託

令和７年度（令和６年度決算）事務事業評価シート
整理番号 47

令和 7 年 7 月 15 日 作成 担当課 建設課
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項目別点数表

※上記の結果を参考に、事業担当課として、他施策との関係等を含め総合的視点から評価します。

※評価は、次のＡ～Ｄによります。

　

凍結 新たな事業への転換

説
　
明

一次評価、二次評価の内容により事業推進のこと。

Ａ

事業規模、内容の見直しが必要

最終評価
Ｄ 事業の抜本的見直しの検討 _ 廃止 統合

最
終
評
価

A 現状にて事業を継続または拡充 Ｂ 事業の進め方の改善・検討が必要 Ｃ

縮小

凍結 新たな事業への転換

説
　
明

一次評価の内容により事業推進のこと。

Ａ

事業規模、内容の見直しが必要

庁内委員会
評　　　価

Ｄ 事業の抜本的見直しの検討 _ 廃止 統合

説
　
明

一次評価（担当課評価）の内容や考え方を具体的に記入します。 今後の改善策等を具体的に記入します。

　各町内会のLED化が完了し省エネ化が図られ、町内会の電気料
金の負担軽減がなされた。

　道路の安全確保及び防犯を目的にしているため、事業の継続が望まし
い。

二
次
評
価

A 現状にて事業を継続または拡充 Ｂ 事業の進め方の改善・検討が必要 Ｃ

縮小

※事業廃止の可能性や廃止することによる影響 _ 廃止可能 廃止は困難 その他条件が整えば廃止検討可能

計画期間の延伸、事業費平準化等を検討 その他

Ｄ　事業の抜本的見直しを検討

廃止 統合 縮小 凍結 新たな事業への転換

Ｃ　事業規模・内容等の見直しの検討

制度・事業内容の全面的な見直しを検討 対象範囲の見直し、受益者負担の見直し・導入を検討

必要性等を再検証し事業規模、計画等の見直しを検討 他の事業、類似事業への統合・転換を検討

-2 低

一
次
評
価
（

担
当
課
評
価
）

担当課評価

Ａ

Ａ　現状にて事業を継続または拡充

○ 現状のままで事業を継続

事業手法の見直しによる改善 住民参加等の推進による改善

事業内容の一部見直しによる改善 その他効果的・効率的手法の検討による改善

事業を拡充して継続

Ｂ　事業の進め方の改善により継続

事業の簡素化、効率化による改善 執行体制の見直し（外部委託等）による改善

4 効果性 1
-1

2

3 達成度 1
2

1

4

Ａ 2 有効性 2
3

○

6
達
成
度
＋
効
果
性

1 必要性 5
7

項目 点数

5

4 5 6 7 8 高
低 必要性＋有効性 高

1 2 3
項
目
別
点
数
に
よ
る
評
価

項目別点数に
よる評価結果

(2)手法の効率化 計 1 点

４
　
効
果
性

(1)事業費の推移 計 0 点

○
①業務等の見直しにより、経済性を考慮して事業費を削減できる余地
がないほどの水準になっている。

1点

地 方 債 千円

説明

電気料金の変動により、交付金額が
変動する。

一般財源 千円 1,459 1,333 1,506

②現在の手法は効率的な事務執行と受益者に対するサービス満足度
の高い水準になっている。

1点

③外部委託や執行方法の工夫により、対象範囲を変えずに事業費を
削減する余地は全くない。

1点

負担金・補助及び
交付金

（説明）手法の効率化に関し、内容を具体的に記入します。

区　　分 金　　額 ○
変わりない・上昇している理由を明
確かつ具体的に説明できる

0点

 

(

財
源
内
訳

)

事　業　費 千円 1,459 1,333 1,506

国・道費 千円

1,506 上昇している -1点

そ の 他 千円

区　　　分 単位 R4決算額 R5決算額 R6決算額 R6事業費の内訳及び金額
（金額の上位２費用他）

○ 単位コスト 一般財源額

達成度を下げずに低下させた 1点

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

ＡＢＣＤ

Ａ

ＢＤ

Ｃ

0

0

～

Ａ

ＢＤ

Ｃ Ａ

ＢＤ

Ｃ Ａ

ＢＤ

Ｃ Ａ

ＢＤ

Ｃ

99


